チャランケ通信　第52号　2014年２月24日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
                                       前内閣官房参与　峰崎直樹
先週一週間は、沖縄、東京、伊豆半島と5泊6日の長期出張となり、チャランケ通信をお休みにさせていただきました。いよいよ2年目に入るわけで、自分なりのメッセージをお伝えしていくつもりでございます。どうぞよろしくお願いいたします。また、もしこの通信は、今後送らなくても良いと思われている方がおられましたら、遠慮なくご連絡ください。また、この通信は、どなたにでも転送されても歓迎しております。
森元総理、東京オリンピック組織委員長辞任すべきでは

さて、連日報道されてきたソチオリンピックが、いよいよ閉幕した。日本の獲得したメダル数は、前回のバンクーバー大会を上回ったようだが、金メダルは男子フィギャーの羽生選手だけとなり、期待された女子ジャンプの高梨選手は風の影響もあったのだろうか、メダルには届かなかった。それでも、男子のハープパイプや女子のスキーハープパイプなどでは、その道についての知識に乏しかったせいか、良く知られていなかった選手が大健闘を見せてメダルを獲得するなど、連日興味深いゲームを楽しませてくれた。

そうした中、東京オリンピック組織委員長に任命された森元総理の一言が国民的顰蹙を買っている。それは、2月20日福岡市内で開かれた「毎日・世論フォーラム」での講演で、浅田真央選手がショートプログラムで16位と出遅れたことについて「見事に引っくり返ってしまった。あの子、大事な時は必ず転ぶ」と述べたとされている。森元総理については最近でも「英語は敵国語」と発言するなど、問題となる発言が多い。どうして、選手サイドに立って「ショートプログラムでは残念だったが、フリーでは頑張って欲しい」と言えなかったのだろうか。オリンピックの顔と言われている組織委員長としての資格を問われる発言だと言えよう。森氏を組織委員長に推薦したのは安倍総理だとのことだが、今からでも遅くはない、東京オリンピックの顔と言われている組織委員長をぜひとも変えるべきではなかろうか。

ソチオリンピックに掛った国費500億ドル、300億㌦着服とは
さて、そのソチオリンピックに関して双日総研の吉崎達彦氏が発刊されている「溜池通信」第536号によると、ロシア国内では次のような報道がされているという。

「2007年にソチでのオリンピックが決まった時、あなたは120億ドルで遂行すると約束した。しかし、今日までに500億ドル使用されている。しかも、建設などの準備に使われたのはその70%で、会計院によると155億ドルの使途は不明だ。ネムツォフ氏の資料によると、500億ドルの内300億ドルが着服されているという」(ノーボエ・ブレーミャ、2013年12月16日袴田茂樹教授の抄訳より)
こんな報道に接する時、ロシアと言う国の民主主義の程度があまりにも酷いと思わざるを得ない。ソ連邦からロシアに転換する時にも、国有財産の分捕り合戦が展開されたと言われており、人権抑圧や治安対策などとても信じられない現実に戸惑ってしまう。

NHK人事、あまりにも酷い「アベ首相のお友達」ではないか

そんな他国の事でなく、自分たち日本の国内でも、とても見過ごすことのできない事態が進行しているように思えてならない。それは、NHKというメディアに対する安倍政権の露骨な人事である。連日のごとく報道されるNHK会長の暴言や百田尚樹や長谷川三千子といった経営委員らの、聞くに堪えない発言を知るにつけ、一体誰がこのような人物を任命したのか、「安倍首相のお友達」と言われている人事に怒りを覚えてならない。安倍内閣は、これまでの「決められない政治」とは対極的とも言える、強引な政治運営にたいして、一時的には国民の支持が得られているように見えても、徐々に矛盾が拡大してきているようだ。
消費税の軽減税率適用に首根っこを押さえられる新聞業界

NHK以外のメディア、テレビについてはその背後には新聞が控えており、その新聞業界にとって今や最大の問題は消費税の軽減税率の適用対象に新聞が入るかどうかにかかっていることは間違いない。

その点について、かつて2009年秋鳩山内閣の税制担当の財務副大臣だった時、新聞業界のメンバーから税制改正についての話をしてほしい、との要望があり、出かけて行って民主党政権の考えている税制改正の中身を1時間近く説明した。ところが、その時のメンバーの方々から出てくるのは、消費税の新聞に対するゼロ税率や軽減税率の話ばかりで、その他の税制改正の内容など何の興味も関心もない状況だった。何しに来たのか、徒労感を感じた会合であったが、参加した方々の名刺をよくよく見てみたとき、経営企画室とか社長室と言った新聞経営の中心におられる方々で、日々動いている政治経済の動向とはあまり関心が無い方たちだったのだ。いま、新聞はインターネットの世界がすすみ、新聞購読者の減少問題に悩んでおられ、消費税の引き上げによって購読料が4,000円を超えると一気に購読者が激減するのではないか、と懸念されているとのことだ。
となると、これからの消費税が8%から10%へと引き上げる時に軽減税率が適用になるかどうか、まさに正念場を迎えることになる。新聞業界の首根っこを摑まえられているわけで、安倍内閣のメディア対策にとって格好の条件が整っているのだ。

新聞業界の再販売価格制度も公正取引委員会から狙われている

もう一つ見逃せないのは、新聞業界にとっては再販売価格制度と言うカルテル問題がある。かねてより、新聞の価格が地域は異なっても、情報のスピードが異なっていても、同一価格であることに問題視する意見があり、公正取引委員会でも問題を指摘する報告書が出たことがある。新聞業界挙げての猛烈なロビー活動によって、再販売価格制度は維持され、今日に至っている。しかし、この点についても問題を再燃させるかどうか、政府・公正取引委員会の意向に懸かっているわけで、新聞業界としては無視できない問題を抱えていることは間違いない。さらに言えば、公正取引委員会委員長は久方ぶりに財務省の天下りポストになっていることも見逃せない。
われわれは、安倍政権による日本の言論統制が、着々と進められていることに警戒を怠らないようにしなければならない。

シリーズ消費税論議の顚末(その7)

 興味深い野田、谷垣、与謝野3氏の発言、日経新聞2月23日シリーズ消費税4「未完の改革」を読んで

今回は、少し時間的に飛んでしまうが、大変タイムリーな記事が日経新聞紙上に掲載されていたので、その点についての自分なりの思いも述べてみたい。参考にしたのは本紙ではなく、日経電子版である。

やはり分裂は不可避であったのか、野田・小沢会談

最初の野田前総理の発言では、やはり小沢氏との関係である。分裂直前に5月と6月にあった際、「政策以前の話だった。２回の会談を通じて、党内融和優先で小沢氏を巻き込むのなら、消費増税をあきらめるしかないと思った。党内融和よりは天下国家で行こうと。民主党から何人こぼれるかはわからなかった。あれほどまでとは思わなかったが、重要な政治決断の時期だった」と発言されている。
この決断がすべてであったと思う。その前年の１２月、年の瀬も迫った中でインドから帰国された野田総理も入って深夜までかかってようやく社会保障・税一体改革のとりまとめができたと思ったのだが、やがて翌年３月の法案提出、６月の法案採決の前にも再び大論議が繰り返されたのは、小沢グループの反対によるものであったことは間違いない。そこで融和策を取っていれば、消費税論議はすっ飛んでしまったことは間違いないわけで、その決断そのものは歴史的に大いに評価されてしかるべきであろう。
ただ、マニフェストとの関係で、次に取り上げる谷垣総裁の「あんなマニフェストを掲げて選挙をやってきたのなら、もう一度信を問い直せ」と言う主張にこそ、今思えば一番の説得力ある反論だったのだと思う。
足元を見透かされていた菅元総理の抱擁路線
谷垣前自民党総裁の発言の中では、菅総理が「自民党の１０%を参考にする」と発言したことに対して、次のように答えている。

「私はあれには非常に懐疑的だった。(中略) 増税の怖さを本当に分かっていたのかと。自民党は政権をつぶしたりして内部で相当の議論をしてきた。菅さんは『自民党が１０%と言っているんだから、自民党の背中におんぶして川を渡ってやれ』みたいな感じがした。増税はそういうことで出来る話ではなかった」

まさにその通りであろう。簡単に消費税の引き上げが出来ると考えたところに菅元総理の甘さが出てきているのであり、消費税引き上げに向けた用意周到な戦略・戦術が不可欠だったのだ。

与謝野大臣の執念、10%引き上げは政調会長時代に

最後に、与謝野元大臣の発言の中で、自民党が福田内閣時代に政調会長された時、柳沢政調会長代理と「消費税を上げる場合は社会保障に全額使う、経済にショックを与えないために２段階で上げると２人で合意した。財政再建の観点から言えば１５%、２０%まで上げないと大きな貢献にはならないが、出来ないことを言ってもしょうがない。実現可能な精一杯なところはどこだろうと考えたのが１０%だった」

この発言については、実は２０１１年５月連休明けに、与謝野大臣に直接お会いしてどうして５%しか上げないのか、中期的には2020年にはプライマリー黒字にするためには不足するのではないか、と尋ねたことを思い出す。その際、与謝野大臣は「菅総理が、自分の時代には５%上げるだけで精いっぱいだ。その後のことは、後の世代に任せよう」と発言されたと述べておられたのだが、どうやら自民党時代に10%という目標を明確に定められていたことが分かった。もっとも、菅元総理が自民党案10%に乗っかったわけで、１０%以外にありえない数値だったことは自明なことではある。
それにしても、新聞に掲載された与謝野前大臣の写真を見るにつけ、『全身がん政治家』を思い出さざるを得なかった。それにしても、自分の使命を成し遂げられた逞しい政治家ではある。　
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